
「貸借対照表」の「純資産」が１年間でどのように

変動したかを表す財務書類です。

行政コストに対して、地方税や地方交付税などの経

常的な財源がどの程度使われているかが分かります。

木津川市が住民サービスを提供するために保有している資産（土地、建物、道路、基金

など）がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債、純資産）で取得してきたか

を表す財務書類です。

資産資産資産資産 １１１１，，，，３０２３０２３０２３０２億億億億３３３３，，，，１９３１９３１９３１９３万円万円万円万円 負債負債負債負債 ３６８３６８３６８３６８億億億億２２２２，，，，５５２５５２５５２５５２万円万円万円万円
木津川市が保有している財産です。 これからの世代の負担として、将来

行政サービスの提供能力を表します。 返す必要があるものです。

税収 ８７億４，８１８万円

市債 ２８０億３，０４５万円

２０５億７，７９６万円純資産の増加

○○○○純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度　　　　木津川市財務書類木津川市財務書類木津川市財務書類木津川市財務書類４４４４表表表表

＜＜＜＜普通会計普通会計普通会計普通会計＞＞＞＞

平成２３年度期首純資産残高 ９３２億１，８８７万円

○○○○貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

このうち167億5,880万円（59.8％）が

交付税の算定基礎に含まれる見込み 地方交付税 ５７億３，８３１万円

長期未払金 ４３億　　７３４万円

ＵＲ都市機構への債務（関公費）※など その他 １４億７，８３３万円

引当金 ４４億８，７７３万円

将来支払う必要のある退職手当及び賞与

公共資産

その他 △１，４６８万円

純資産純資産純資産純資産 ９３４９３４９３４９３４億億億億　　　　６４１６４１６４１６４１万円万円万円万円
これまでの世代が負担してきた、 ＜分析＞

今後返す必要がないものです。 ○ 「純経常行政コスト」が増加していますが、「地方税」や

△２０３億９，０４２万円純資産の減少

補助金等

△２０３億７，５７４万円

４６億１，３１４万円

純経常行政コスト

１，１６６億３，１５３万円

市役所、学校、道路、公園など

平成平成平成平成２３２３２３２３年度期末純資産残高年度期末純資産残高年度期末純資産残高年度期末純資産残高 ９３４９３４９３４９３４億億億億　　　　６４１６４１６４１６４１万円万円万円万円

今後返す必要がないものです。 ○ 「純経常行政コスト」が増加していますが、「地方税」や

（純資産比率　７１．７２％） 「地方交付税」が増加しているため、純資産は１億８，７

５４万円増加しています。

○ 将来へ一定の蓄積ができたと言えますが、「貸借対照表」

において「負債」が増加していることに注意が必要です。

投資等 ８７億５，６８４万円

市が投資や出資、貸付をしているものや、

特定の目的のために積み立てた基金など

流動資産 ４８億４，３５６万円 １年間に提供された行政サービスに、どのくらいコ

現金や現金化できる財政調整基金など 使用料などの収益を差し引いた「純経常行政コスト」

※ 関公費のうち3億1,587万円が交付税の算定基礎に含まれる見込 は、市税などでまかなうことになります。

＜分析＞

○ 木津南中学校の開校により公共資産が増加しています。一方で、全額ＵＲ都市機構の立替として計上

したため負債が増加しています。市街地開発が進む本市の特徴を表していると言えます。

○ 市債は、新規借入を返済額の範囲内に抑えたことから減少しています。交付税措置のあるものを優先

するなど、将来負担の軽減に努めています。 人にかかるコスト ４３億１，４７２万円

○ 純資産比率は７１．７２％となっており、将来世代の負担が過度になっていないことが分かりますが、

前年度（７２．５６％）からは減少しているため、注意が必要です。

減価償却費 ２７億１，５１５万円

物件費等

経常行政コスト

３６億８，４１０万円

２１７億６，００１万円

　（うち現金 ６億２，０８２万円） ストがかかったのかを表す財務書類です。

○○○○行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

現金の動きを、経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」、 社会保障給付 ４４億１，２２２万円

公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」、地方債の償還

や基金の積立に伴う「投資・財務的収支」の区分で表した財

務書類です。

どのような活動にどれくらい現金が必要かが分かります。

その他の支出 ７億８，７５６万円

経常的収支 ３９億８，９６１万円 使用料・手数料 △７億８，６５６万円

分担金・負担金・寄附金 △５億９，７７１万円

公共資産整備収支 △１０億１，９６８万円

＜分析＞

＜分析＞ ○ 前年度から「経常行政コスト」が大きく増加しています。

○ 「経常的収支」の余剰（地方税や交付税などの一般財源）により、 主な要因は「物件費等」「社会保障給付」「補助金等」の

「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の不足をまかなっ 増加です。

ています。 ○ 「社会保障給付」は年々増加しており、全国的な傾向となっ

減価償却費 ２７億１，５１５万円

補助金等 ３３億６，００５万円

平成平成平成平成２３２３２３２３年度期末資金残高年度期末資金残高年度期末資金残高年度期末資金残高 ６６６６億億億億２２２２，，，，０８２０８２０８２０８２万円万円万円万円

他会計への支出 ２４億８，６２１万円

△１３億８，４２７万円

平成２３年度期首資金残高 ７億４，０６５万円

経常収益

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト ２０３２０３２０３２０３億億億億７７７７，，，，５７４５７４５７４５７４万円万円万円万円

受益者負担率 ６．３６％

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書○○○○

投資・財務的収支 △３０億８，９７６万円

ています。 ○ 「社会保障給付」は年々増加しており、全国的な傾向となっ

○ 「経常的収支」の余剰が多いほど、財政に弾力性があると言えます。 ています。

○ 本年度は資金が減少していますが、これは、平成２２年度において ○ 「減価償却費」が行政コストの１２．５％を占めており、施

国の補正予算により創設された臨時交付金にかかる繰越事業が多く 設の老朽化が進んでいます。

あり、多額となっていた繰越金を当年度中に消化したことによるも ○ 受益者負担率が６．３６％と低く、行政サービスにかかるコ

のです。 ストが主に税金などでまかなわれてると言えます。



「貸借対照表」の「純資産」が１年間でどのように

変動したかを表す財務書類です。

行政コストに対して、地方税や地方交付税などの経

常的な財源がどの程度使われているかが分かります。

木津川市が住民サービスを提供するために保有している資産（土地、建物、道路、基金

など）がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債、純資産）で取得してきたか

を表す財務書類です。

資産資産資産資産 ２２２２，，，，１１７１１７１１７１１７億億億億４４４４，，，，２８６２８６２８６２８６万円万円万円万円 負債負債負債負債 ６０６６０６６０６６０６億億億億３３３３，，，，９２６９２６９２６９２６万円万円万円万円 税収 ８７億４，８１８万円

木津川市が保有している財産です。 これからの世代の負担として、将来

行政サービスの提供能力を表します。 返す必要があるものです。

地方債 ４８４億４，８２５万円

このうち250億3,145万円（51.7％）が

５７億３，８３１万円

補助金等 １０４億８，０１１万円

１，５０５億　５０５万円

純資産の増加 ２６３億６，５８２万円

地方交付税

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度　　　　木津川市財務書類木津川市財務書類木津川市財務書類木津川市財務書類４４４４表表表表 ○○○○純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

＜＜＜＜連結連結連結連結＞＞＞＞

○○○○貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表
平成２３年度期首純資産残高

交付税の算定基礎に含まれる見込み

その他 １３億９，９２２万円

長期未払金 ５１億　　９５１万円

ＵＲ都市機構への債務（関公費）※など

引当金 ６２億　６２５万円

将来支払う必要のある退職手当、賞与など

その他 ８億７，５２５万円

公共資産

市役所、学校、道路、公園、上下水道など

その他 △２億２，９０７万円

＜分析＞

○ 「純経常行政コスト」が増加していますが、「地方交付税」

純資産純資産純資産純資産 １１１１，，，，５１１５１１５１１５１１億億億億　　　　３６０３６０３６０３６０万円万円万円万円 や「補助金等」が増加したため、純資産は５億９，８５５

これまでの世代が負担してきた、 万円増加しています。

今後返す必要がないものです。

（純資産比率　７１．３６％）

平成平成平成平成２３２３２３２３年度期末純資産残高年度期末純資産残高年度期末純資産残高年度期末純資産残高 １１１１，，，，５１１５１１５１１５１１億億億億　　　　３６０３６０３６０３６０万円万円万円万円

純資産の減少 △２５７億６，７２７万円

純経常行政コスト △２５５億３，８２０万円

１，８８６億７，０３６万円

１年間に提供された行政サービスに、どのくらいコ

ストがかかったのかを表す財務書類です。

投資等 １３６億１，２７９万円 保険料や使用料などを差し引いた「純経常行政コス

市が投資や出資、貸付をしているものや、 ト」は、市税などでまかなうことになります。

特定の目的のために積み立てた基金など

流動資産 ９２億３，３１１万円

現金や現金化できる財政調整基金など 人にかかるコスト ８３億６，６０６万円

繰延勘定

※ 関公費のうち3億1,587万円が交付税の算定基礎に含まれる見込

＜分析＞ 物件費等

○ 普通会計において、木津南中学校の開校により公共資産が増加しています。一方で、全額ＵＲ都市機構

の立替として計上したため負債が増加しています。

○ 水道事業において、宮ノ裏浄水場の整備により資産が増加しています。基金と地方債を財源としたため

資産の「基金等」は減少し、「負債」の「地方債」は増加します。ただし、連結で見ると、「基金等」

は「普通会計」で増加しているためわずかな減少となっており、「地方債」では「下水道事業」で償還

が進むため、やや減少する結果となっています。

○ 「引当金」は「水道事業」にかかる退職手当引当金を計上したため増加しています。

○ 純資産比率が普通会計（７１．７２％）から０．３６％減少していますが、これは、「下水道事業」

「山城病院組合」において、施設整備時の多額の負債が残存するためです。

４４５億４，３６０万円

２億２，６６０万円

７９億８，２４３万円

社会保障給付 １８６億９，１４２万円

○○○○行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

　（うち現金 ３４億１，７５２万円）

経常行政コスト

減価償却費 ４３億８，７７３万円

その他の支出 １６億６，００２万円

現金の動きを、経常的な行政サービスに伴う「経常的収支」、

公共資産の整備に伴う「公共資産整備収支」、地方債の償還 使用料・手数料 △８億６，８１２万円

や基金の積立に伴う「投資・財務的収支」の区分で表した財

務書類です。 分担金・負担金・寄附金 △７６億２，２８０万円

どのような活動にどれくらい現金が必要かが分かります。

事業収益 △７２億１，６５１万円

経常的収支 ６１億２，２７８万円

その他の収益 △５億１，２４５万円

公共資産整備収支 △１０億６，５９１万円

＜分析＞

＜分析＞ ○ 「社会保障給付」は年々増加しており、全国的な傾向となっ

○ 「経常的収支」の余剰（地方税や事業収入、保険料などの一般財源） ています。

により、「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の不足をまか ○ 「人にかかるコスト」は、「山城病院組合」における医師の

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト ２５５２５５２５５２５５億億億億３３３３，，，，８２０８２０８２０８２０万円万円万円万円

投資・財務的収支 △４８億４，３８９万円

受益者負担率 ４２．６７％

平成平成平成平成２３２３２３２３年度期末資金残高年度期末資金残高年度期末資金残高年度期末資金残高 ３４３４３４３４億億億億１１１１，，，，７５２７５２７５２７５２万円万円万円万円

○○○○資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書

補助金等 ３４億５，５９４万円

経常収益 △１９０億　５４０万円

△２７億８，５５２万円保険料

平成２３年度期首資金残高 ３２億　４５４万円

なっています。 増員により増加しています。

○ 「経常的収支」では、「社会保障給付」にかかる支出が増加する一方 ○ 「物件費等」は、「普通会計」での増加に加え、「山城病院

で、事業収入や保険料、分担金・負担金が増加しています。 組合」における患者数の増などにより増加しています。

○ 「公共資産整備収支」では、「地方債発行額」が増加していますが、 ○ 受益者負担率が前年度４５．２２％から減少しており、適切

これは「水道事業」「下水道事業」などで新たな地方債を発行したこ な受益者負担を検討する必要あると言えます。

とによるものです。



　木津川市には、一般会計のほかに、国民健康保険などの公営事業や、水道事業などの公営企業などさまざまな特別会計があり、
市民のみなさんに密接にかかわる事業を行っています。また、山城病院組合や相楽中部消防組合などの一部事務組合など、市が
負担金を支出したり、出資を行っている団体もあります。
　これらを全て含んだ「連結財務書類」を作成することで、関連団体を含めた木津川市全体の財務状況を把握することができます。

出資 資本金

国民健康保険山城病院組合 一般会計 学研都市京都土地開発公社

相楽郡西部塵埃処理組合
買戻し 売却

相楽中部消防組合 繰入金

相楽郡広域事務組合 負担金 負担金 出資金

貸付金
普通会計普通会計普通会計普通会計

○○○○財務書類財務書類財務書類財務書類のののの範囲範囲範囲範囲

借入金
公社公社公社公社

財務書類財務書類財務書類財務書類４４４４表表表表　　　　附属資料附属資料附属資料附属資料

一部事務組合一部事務組合一部事務組合一部事務組合

繰出金

負担金

負担金 負担金

基金 出資

木津川市全体木津川市全体木津川市全体木津川市全体

連連連連 結結結結

京都府市町村職員退職手当組合 負担金

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合

京都府自治会館管理組合

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合 負担金 繰出金 指定正味財産

負担金 基金

負担金

京都府後期高齢者医療広域連合 国民健康保険特別会計 木津川市公園都市緑化協会

京都地方税機構 後期高齢者医療特別会計 木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団

補助金 補助金 介護保険特別会計 木津川市ボラティア基金

公共下水道事業特別会計

簡易水道事業特別会計

水道事業会計

会計間の取引は、連結時に内部取引として相殺消去されます。

広域連合広域連合広域連合広域連合 特別会計特別会計特別会計特別会計 そのそのそのその他他他他

行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

負担金負担金

○○○○○○○○貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

繰入金

負担金

資産資産資産資産 ２２２２，，，，１１７１１７１１７１１７億億億億４４４４，，，，２８６２８６２８６２８６万円万円万円万円 負債負債負債負債 ６０６６０６６０６６０６億億億億３３３３，，，，９２６９２６９２６９２６万円万円万円万円 経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト ４４５４４５４４５４４５億億億億４４４４，，，，３６０３６０３６０３６０万円万円万円万円 純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト ２５５２５５２５５２５５億億億億３３３３，，，，８２０８２０８２０８２０万円万円万円万円
木津川市が保有している財産です。 これからの世代の負担として、将来 １年間に提供された行政サービスに、ど 税金などでまかなわなければならないコ

行政サービスの提供能力を表します。 返す必要があるものです。 のくらいコストがかかったかを表します。 ストです。（経常行政ｺｽﾄ － 経常収益）

下水道事業

６７億６，４５５万円 （３％）

その他 １９億３，３４７万円 （３％） 水道事業

後期高齢者医療広域連合

１９億２，９３０万円 （８％）

下水道事業 １０億３，５９９万円 （４％）

その他

（ ８％ ）

山城病院組合 ５８億　６７９万円

（ １３％ ）

８２億６，４６２万円 （１４％）

２０億８，９９２万円 （３％）

下水道事業 １６８億９，９９０万円
普通会計 １５５億９，５６９万円

（ ６１％ ）

介護保険事業 １８億９，２６１万円 （８％）

国民健康保険事業

１８億１，８８４万円 （４％）下水道事業

水道事業 １４億２，１８６万円 （３％）

その他 １９億４，１８４万円 （４％）

（ １５％ ）

介護保険事業 ３６億５，３４９万円

後期高齢者医療広域連合 ６６億９，１０５万円

１１５億２，５７３万円

（ １９％ ）

水道事業

（ １３％ ）

（ １１％ ）

３２億５，８６２万円 （２％）山城病院組合

（ ６％ ）

１１５億２，３２４万円

普通会計

山城病院組合

山城病院組合

水道事業 ３５５億４，２３７万円

（ １７％ ）

下水道事業 ２８４億２，５６３万円

その他

△４億１，１１８万円 （△２％）

３１億３，４４１万円

山城病院組合 ３億３，０１３万円 （１％）

（ １２％ ）

２０億３，１２５万円 （８％）
３６８億２，５５２万円

（ ６１％ ）

４８億３，１０８万円 （３％）その他

水道事業 ３３４億５，２４５万円

純資産純資産純資産純資産 １１１１，，，，５１１５１１５１１５１１億億億億　　　　３６０３６０３６０３６０万円万円万円万円 経常収益経常収益経常収益経常収益 １９０１９０１９０１９０億億億億　　　　５４０５４０５４０５４０万円万円万円万円
これまでの世代が負担してきた、 行政サービスの対価として得られる、

今後返す必要がないものです。 使用料や保険料などです。

＜分析＞ ＜分析＞

○ 「資産合計」「負債合計」「純資産合計」のいずれも、「普通会計」の約１．６倍となっています。 ○ 「経常行政コスト」では、「国民健康保険事業」「介護保険事業」「山城病院組合」「後期高齢者

後期高齢者医療広域連合 ３５億５，６６４万円

（ １９％ ）

７億８，２８５万円 （４％）

普通会計 １３億３，２７８万円 （７％）

国民健康保険事業 ４２億５，００１万円

（ ２２％ ）

山城病院組合 ５４億７，６６６万円

（ ２９％ ）

介護保険事業 １７億６，０８８万円 （９％）

水道事業

（ ３８％ ）

６２億８，１２６万円

（ １４％ ）

国民健康保険事業

（ ６２％ ）

（ ２２％ ）

１，２９４億８，７０７万円

（ ６１％ ）

１８億３，３０４万円 （１０％）

普通会計 ９２６億６，１５５万円

普通会計

下水道事業

その他 １，２５４万円（０％）

普通会計 １６９億２，８４７万円

○ 「資産」では、「水道事業」「下水道事業」の占める割合が大きくなっています。 医療広域連合」の占める割合が大きくなっており、「社会保障給付」にかかるコストが大きくなっ

○ 「下水道事業」は、施設の整備段階にあるため、設備投資の財源を負債に頼らざるを得ず、「負債」 っています。

の割合が高くなっています。 ○ 「経常収益」では、「社会保障給付」にかかる保険料や分担金・負担金、「水道事業」「下水道事

○ 「水道事業」は、施設の管理運営段階にあり、施設建設時の負債について使用料での回収が進んで 業」「山城病院組合」にかかる事業収益が大きな割合を占めています。

いるため、「負債」の割合が低くなっています。 ○ 「純経常行政コスト」は、主に税金や地方交付税、補助金などでまかなわれており、「普通会計」

○ 「山城病院組合」は、建設時の多額の負債が残っているため、「負債」の割合が高くなっています。 ではその傾向が強くなっています。「普通会計」以外では、「経常収益」や補助金などでまかない

きれない分について、「普通会計」からの繰出金や負担金で補てんしています。


